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＜非農業雇用者数の変化と失業保険新規申請件数の統計的関係＞ 

 

5 月 10 日の CQM 予測は 3 月の消費者信用残高、卸売業在庫、自動車在庫、4 月の連邦政府支出を更新した。 

今週の CQM は支出サイドの実質 GDP 伸び率（4-6 月期）を前週の 2.79%から 2.92%へ上方修正したが、所得サイ

ドからの実質 GDP 伸び率は 2.97%と変化がなかった。支出・所得両サイドからの平均実質 GDP 伸び率は 2.88%か

ら 2.94%へと上方に修正された。今、米経済は 3%の成長率で拡大していると考えられる。 

米国経済への期待から 5 月 7 日に、ダウ工業株 30 種平均が始めて 15,000 ドルを超えた。また、5 月 10 日には一

時 1 ドル 101 円台となり、4 年 7 ヶ月振りのドル高・円安となった。米国経済への期待感を形成している要因は労

働市場の改善にある。5 月 4 日週の失業保険新規申請件数は市場のコンセンサス（335,000）を下回り、323,000 と

前週の 327,000 からさらに 4,000 も低下した。これは 2007 年 10 月以来の低水準である。 

失業保険新規申請件数と非農業部門の雇用増減の関係を 1990 年 1 月-2013 年 3 月の期間において調べると、次の

ような統計的関係が求まる。 

非農業部門の雇用増減 = 1,605.624 – 2.591181*失業保険新規申請件数 …… (式 1) 

この式 1 から次のことが言える。 

 失業保険新規申請件数が 411,000 を下回ると、雇用が増え始め、労働市場が改善をし始める。このことから、

市場の経験則として、労働市場の改善・悪化の分岐点を 400,000 としていたのがかなり正しいことが分かる。 

 失業保険新規申請件数が 20,000 減少（増加）すると、非農業雇用者数が約 50,000 増加（減少）すると考え

られる。 

 5 月 4 日の週の失業保険申請件数が 337,000（4 週間移動平均）なので、非農業雇用者数の 192,000 の増加が

期待できる。実際に、今年の 1 月～4 月の平均非農業雇用者数の増加は 197,500 となっている。 

毎月の雇用統計が重要視されるが、毎週発表される失業保険新規申請件数から、式 1 によってそれに対応する雇

用者数を計算し、米経済の雇用動向を前もってある程度予想することができる。 

CQM 予測の動態：実質 GDP 成長率 

2013 年 4-6 月期 (%，前期比年率換算)  
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Points 

▶今週の CQM は今期（4-6 月期）の

経済成長率が 3%にまで高まってい

ることを示している（図表）。 

▶Sequestration(財政支出の自動的

停止)にもかかわらず、失業保険新

規申請件数が最近大きく低下し、労

働市場の改善を示唆している。これ

が、米経済への期待感を膨らませて

いる。 

▶非農業雇用者の増減と失業保険新

規申請件数の関係を統計的に調べ

ると、失業保険新規申請件数が

411,000 を下回ると労働市場が改

善し始める。市場の経験則として、

400,000 が労働市場改善の分岐点

と言われているが、これは結構正し

いといえる。 

▶現在の 337,000（4 週間移動平均）

の失業保険新規申請件数では、

192,000 の雇用増が期待できる。こ

れは、1 月-4 月の平均雇用増の

197,500 と近い 
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